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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　筋活動測定装置であって、
　基板と、
　生体から生じる磁界を検知する磁気センサ部と、
　前記基板及び前記磁気センサ部を収容する収容体と、
　前記筋活動測定装置の設置方向を識別する識別手段と、
　前記磁気センサ部によって検知された信号に基づき生体磁気情報を生成する演算部と、
　前記演算部で生成された生体磁気情報を外部に無線で送信する無線モジュールと、
　前記磁気センサ部、前記演算部及び前記無線モジュールに電力を供給する電力供給部と
、を備え、
　前記磁気センサ部は、前記基板の一方の面に取り付けられ、
　前記演算部及び前記無線モジュールは、前記基板の他方の面に取り付けられ、
　前記識別手段は、前記収容体の表面に設けられ、
　前記識別手段は、前記磁気センサ部の感磁方向と、検知対象となる生体の筋線維の延在
方向とが略直交して前記筋活動測定装置を設置するための識別情報を有し、
　前記識別手段が有する前記識別情報は、前記収容体の表面における前記筋活動測定装置
の設置方向の表示、又は前記収容体の形状を含む、筋活動測定装置。
【請求項２】
　筋活動測定装置であって、
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　基板と、
　生体から生じる磁界を検知する磁気センサ部と、
　前記基板及び前記磁気センサ部を収容する収容体と、
　前記筋活動測定装置の設置方向を識別する識別手段と、
　前記磁気センサ部によって検知された信号に基づき生体磁気情報を生成する演算部と、
　前記演算部で生成された生体磁気情報を外部に無線で送信する無線モジュールと、
　前記磁気センサ部、前記演算部及び前記無線モジュールに電力を供給する電力供給部と
、を備え、
　前記磁気センサ部は、前記基板の一方の面に取り付けられ、
　前記演算部及び前記無線モジュールは、前記基板の他方の面に取り付けられ、
　前記識別手段は、前記収容体の表面に設けられ、
　前記識別手段は、前記磁気センサ部の感磁方向と、検知対象となる生体の筋活動に対す
る筋磁界の方向とが略一致するように前記筋活動測定装置を設置するための識別情報を有
し、
　前記識別手段が有する前記識別情報は、前記収容体の表面における前記筋活動測定装置
の設置方向の表示、又は前記収容体の形状を含む、筋活動測定装置。
【請求項３】
　前記収容体は、矩形状又は楕円形状である、請求項１又は２に記載の筋活動測定装置。
【請求項４】
　前記収容体の短手方向が前記磁気センサ部の感磁方向と略一致する、請求項３に記載の
筋活動測定装置。
【請求項５】
　前記磁気センサ部の感磁方向と、検知対象となる生体の筋線維の延在方向とが略直交す
るように、請求項１に記載の筋活動測定装置を前記生体の体表面に配置する、筋活動測定
方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁気センサを用いた筋活動測定装置及び筋活動測定方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　脊椎疾患や脊髄疾患において、薬物療法や理学療法等の保存的治療を行っても期待する
効果がみられない場合、手術が行われる。手術に際し、脊髄障害や神経障害等の後遺症が
起こることを防ぐため、患者の脊髄機能や神経機能のモニタリングが行われる。モニタリ
ングでは、患者の神経に電気刺激を与え、その電気刺激に対し、体の各所における筋活動
が正常に応答しているかを確認する。
【０００３】
　上記モニタリングは、複数の生体用電極を患者の皮膚に直接貼りつけ、生体用電極のそ
れぞれに対して配線を取り付け、これら複数の生体用電極を用いて、筋線維から発生した
活動電位を測定するのが一般的である。しかしながら、患者の皮膚に電極を直接貼りつけ
ることで、術野から菌が入り感染症を引き起こすリスクがある。
【０００４】
　この課題を改善するため、特許文献１は、被検体の筋群の活動である筋活動に基づく磁
界に応じてインピーダンスが変化する磁気インピーダンス素子により構成され、磁界を検
出する磁界検出部を有し、検出された磁界の変化である磁界変化を測定する磁界変化測定
部材と、この磁界変化測定部材により測定された磁界変化に基づいて、被検体の筋活動を
測定する筋活動測定手段と、を備える筋活動測定装置を開示する。筋活動に伴って生じる
磁界（以下、「筋磁界」ともいう。）の測定は、電位測定のように、患者の皮膚にセンサ
を貼り付けることを要しないため、感染症を予防できる。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１０－０５１６８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１に記載の筋活動測定装置であっても、磁界変化の測定精度を
高めるという点で改善の余地がある。
【０００７】
　本発明は、検知対象の筋活動をより精度よく測定することの可能な筋活動測定装置及び
筋活動測定方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、上記課題を解決するべく鋭意検討を重ねた結果、筋活動に対する筋磁界
は、筋線維に対して略垂直方向に生じていることを見出し、本発明を完成するに至った。
具体的に、本発明は以下のものを提供する。
【０００９】
　（１）本発明は、筋活動測定装置であって、生体から生じる磁界を検知する磁気センサ
部と、前記筋活動測定装置の設置方向を識別する識別手段とを備え、前記識別手段は、前
記磁気センサ部の感磁方向と、検知対象となる生体の筋線維の延在方向とが略直交して前
記筋活動測定装置を設置するための識別情報を有する、筋活動測定装置である。
【００１０】
　（２）本発明は、筋活動測定装置であって、生体から生じる磁界を検知する磁気センサ
部と、前記筋活動測定装置の設置方向を識別する識別手段とを備え、前記識別手段は、前
記磁気センサ部の感磁方向と、検知対象となる生体の筋活動に対する筋磁界の方向とが略
一致するように前記筋活動測定装置を設置するための識別情報を有する、筋活動測定装置
である。
【００１１】
　（３）また、本発明は、前記磁気センサ部によって検知された信号に基づき生体磁気情
報を生成する演算部と、前記演算部で生成された生体磁気情報を外部に無線で送信する無
線モジュールと、前記磁気センサ部、前記演算部及び前記無線モジュールに電力を供給す
る電力供給部とをさらに備える、（１）又は（２）に記載の筋活動測定装置である。
【００１２】
　（４）また、本発明は、基板と、前記基板を収容する収容体をさらに備え、前記磁気セ
ンサ部は、前記基板の一方の面に取り付けられ、前記演算部及び前記無線モジュールは、
前記基板の他方の面に取り付けられ、前記識別手段は、前記収容体の表面に設けられる、
（３）に記載の筋活動測定装置である。
【００１３】
　（５）また、本発明は、前記識別手段は、前記収容体の表面における前記筋活動測定装
置の設置方向の表示を含む、（４）に記載の筋活動測定装置である。
【００１４】
　（６）また、本発明は、前記識別手段は、前記収容体の形状を含む、（４）又は（５）
に記載の筋活動測定装置である。
【００１５】
　（７）また、本発明は、前記収容体は、矩形状又は楕円形状である、（６）に記載の筋
活動測定装置である。
【００１６】
　（８）また、本発明は、前記収容体の短手方向が前記磁気センサ部の感磁方向と略一致
する、（７）に記載の筋活動測定装置である。
【００１７】
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　（９）本発明は、前記磁気センサ部の感磁方向と、検知対象となる生体の筋線維の延在
方向とが略直交するように、（１）に記載の筋活動測定装置を前記生体の体表面に配置す
る、筋活動測定方法である。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、検査対象の筋活動をより精度よく測定することの可能な筋活動測定装
置及び筋活動測定方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る筋活動測定装置の構成を示すブロック図である。
【図２】同筋活動測定装置に搭載される磁気センサ部の感磁方向を説明する模式図である
。
【図３】第１の実施形態に係る筋活動測定装置を表側から見た状態を説明する図であり、
（ａ）は、蓋板を開けた状態の収容体の様子を説明する斜視図であり、（ｂ）は、収容体
内に収容される基板の表面の様子を説明する平面図である。
【図４】第１の実施形態に係る筋活動測定装置を裏側から見た場合の状態を説明する図で
あり、（ａ）は、蓋板を開けた状態の収容体の裏側の様子を説明する斜視図であり、（ｂ
）は、収容体内の収容される基板の裏面の様子を説明する底面図である。
【図５】第１の実施形態に係る筋活動測定方法を説明する模式図である。
【図６】本発明の第２の実施形態に係る筋活動測定装置を表側から見た状態を説明する図
であり、（ａ）は、蓋板を開けた状態の収容体の様子を説明する斜視図であり、（ｂ）は
、収容体内に収容される基板の表面の様子を説明する平面図である。
【図７】第２の実施形態に係る筋活動測定装置を裏側から見た場合の状態を説明する図で
あり、（ａ）は、蓋板を開けた状態の収容体の裏側の様子を説明する斜視図であり、（ｂ
）は、収容体内の収容される基板の裏面の様子を説明する底面図である。
【図８】第２の実施形態に係る筋活動測定方法を説明する模式図である。
【図９】（ａ）は、実施例１における磁気センサ部から得られた波形図、（ｂ）は、比較
例１における磁気センサ部から得られた波形図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明を、具体的な実施形態について詳細に説明するが、本発明は、以下の実施
形態に何ら限定されるものではなく、本発明の目的の範囲内において、適宜変更を加えて
実施することができる。
【００２１】
＜第１の実施形態＞
　〔筋活動測定装置１〕
　図１は、第１の実施形態に係る筋活動測定装置１の構成を示すブロック図である。本実
施形態に係る筋活動測定装置１は、図１に示すように、生体から生じる磁界を検知する磁
気センサ部１１と、磁気センサ部１１によって検知された信号に基づき生体磁気情報を生
成する演算部１２と、演算部１２で生成された生体磁気情報を外部の外部装置に無線で送
信する無線モジュール部１３と、演算部１２と無線モジュール部１３とに電力を供給する
電力供給部１４とを備える。
【００２２】
　［磁気センサ部１１］
　磁気センサ部１１は、生体から生じる筋磁界を検知する。磁気センサ部１１に用いられ
る磁気センサとしては、巨大磁気抵抗センサ（ＧＭＲセンサ）、トンネル磁気抵抗センサ
（ＴＭＲセンサ）、異方的磁気抵抗センサ（ＡＭＲセンサ）、磁気インピーダンスセンサ
（ＭＩセンサ）、フラックスゲートセンサ等が挙げられる。本実施形態で使用される磁気
センサは、１０－４Ｔ（テスラ）～１０－１０Ｔ（テスラ）程度の磁界を検出することが
できれば、いずれの磁気センサであってもよい。



(5) JP 6857367 B2 2021.4.14

10

20

30

40

50

【００２３】
　ここで、磁気センサ部１１で用いられる磁気センサは、感度が最大となる方向、いわゆ
る感磁方向を有する。例えば、図２に示すように、「感磁方向」は、磁気センサ部１１の
Ａ方向の磁界に対する感度をＳＡ、Ｂ方向の磁気に対する感度をＳＢ、Ｃ方向の磁気に対
する感度をＳＣとした場合、Ａ、Ｂ、Ｃ方向のうち、感度ＳＡ、ＳＢ、ＳＣが最大となる
方向を「感磁方向」とする。なお、Ａ、Ｂ、Ｃ方向は互いに直交する任意の方向である。
【００２４】
　［演算部１２］
　演算部１２は、磁気センサ部１１によって検知された信号に基づき生体磁気情報を生成
する。例えば、演算部１２は、磁気センサ部１１から出力された周期信号をデジタルデー
タに変換するＡＤ変換部１２Ａと、ＡＤ変換部１２Ａで変換されたデジタルデータを一時
的に記録する記録部１２Ｂと、記録部１２Ｂに記録されたデジタルデータを演算処理し、
生体磁気情報を生成する制御部１２Ｃとを備える。
【００２５】
　演算部１２で制御部１２Ｃが行う演算処理方法は、特に制限されないが、加算平均処理
、移動平均処理、ウイナーフィルター処理等が挙げられる。環境磁気等のノイズを低減し
やすい点から、加算平均処理が好ましい。
【００２６】
　［無線モジュール部１３］
　無線モジュール部１３は、演算部１２で生成された生体磁気情報をアンテナ１８から外
部装置に無線で送信する。例えば、無線モジュール部１３は、演算部１２で生成された生
体磁気情報を電波信号に変調する変調器、電波信号を外部装置に送信するアンテナ１８等
を備える。
【００２７】
　上述した磁気センサ部１１は、信号授受や電力供給のための配線を有していてもよい。
だだし、磁気センサ部１１に外部への信号授受のための配線を設置すると、配線の煩雑さ
による準備時間拡大等が懸念される。筋活動測定装置１が脊髄・神経機能モニタリングの
用途に使用される場合には、迅速さが要求される。よって、本実施形態に係る筋活動測定
装置１において、磁気センサ部１１の検知結果は、無線モジュール部１３により外部装置
に送信されることが好ましい。
【００２８】
　［電力供給部１４］
　電力供給部１４は、演算部１２と無線モジュール部１３に電力を供給することができれ
ば、特に制限されないが、リチウム電池等の小型軽量電池が好ましく用いられる。
【００２９】
　［外部装置］
　外部装置は、図示しないが、筋活動測定装置１の無線モジュール部１３からアンテナ１
８を介して送信されたデータを受信する受信部と、受信部により受信されたデータをディ
スプレイやスピーカに出力する出力部と、測定者からの入力情報を処理するキーやボタン
、タッチパネルで構成される操作部と、筋活動測定装置１の各部を制御する制御部と、受
信した情報を蓄積し無線モジュール部１３を制御するプログラムを記憶している記録部等
で構成される。これにより、測定者は、外部装置から筋活動測定装置１を操作することが
でき、外部装置にて筋活動測定装置１から生体磁気情報を得ることができる。
【００３０】
　ところで、上述した筋活動測定装置１は、検知対象である生体への設置方向を識別する
識別手段を備える。識別手段は、磁気センサ部１１の感磁方向Ｘと、検知対象となる生体
の筋線維の延在方向とが略直交して筋活動測定装置１を設置するための識別情報を有する
。この識別手段の形態は、特に制限されるものではないが、例えば、磁気センサ部１１を
収容する収容体２０の表面に設けられる識別情報であってもよい。この識別情報としては
、例えば、収容体２０の表面における筋活動測定装置１の設置方向の表示２４が挙げられ
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る。
【００３１】
　以下、収容体２０の構成及び表示２４について説明する。図３は、第１の実施形態に係
る筋活動測定装置を表側から見た状態を説明する図であり、（ａ）は、蓋板を開けた状態
の収容体の様子を説明する斜視図であり、（ｂ）は、収容体内に収容される基板の表面の
様子を説明する平面図である。図４は、第１の実施形態に係る筋活動測定装置を裏側から
見た場合の状態を説明する図であり、（ａ）は、蓋板を開けた状態の収容体の裏側の様子
を説明する斜視図であり、（ｂ）は、収容体内の収容される基板の裏面の様子を説明する
底面図である。
【００３２】
　［収容体２０］
　収容体２０は、図３及び図４に示すように、略正方形状の基板２１を収容する収容体本
体（底板を含む）２２と、収容体本体２２の開口を閉塞する略正方形状の蓋板２３とから
構成される。収容体２０の形状は特に制限されず、正方形以外の矩形状、楕円形状であっ
てもよい。ここで、収容体２０の形状とは、収容体本体２２の開口形状、すなわち蓋板２
３の形状を指すものとする。第１の実施形態では、収容体２０の開口形状、すなわち蓋板
２３の形状が略正方形状である場合について説明する。
【００３３】
　また、収容体２０は、磁気センサ部１１、演算部１２（ＡＤ変換部１２Ａ、記録部１２
Ｂ、制御部１２Ｃ）、無線モジュール部１３、及び電力供給部１４を収容する。磁気セン
サ部１１は、検知対象となる生体の磁気を検知しやすいように、収容体本体２２を介して
生体に対向する基板２１の裏面２１ａに設置するのが好ましい。ここで設置される磁気セ
ンサ部１１は、長手方向が感磁方向Ｘとなる。演算部１２（ＡＤ変換部１２Ａ、記録部１
２Ｂ、制御部１２Ｃ）、無線モジュール部１３、及び電力供給部１４は、基板２１の表面
２１ｂに取り付けられることが好ましい。演算部１２（ＡＤ変換部１２Ａ、記録部１２Ｂ
、制御部１２Ｃ）、無線モジュール部１３及び電力供給部１４は、微小ながらも電磁波等
の磁気ノイズを発生することがある。そのため、この検出方向以外からの磁気ノイズの影
響が大きい場合には、磁気を遮蔽できる基板２１を設置してもよい。収容体本体２２は、
底板を有していなくてもよいが、収容体本体２２の強度の点から、底板を有しているのが
好ましい。
【００３４】
　なお、磁気センサ部１１と同一面上に、演算部１２（ＡＤ変換部１２Ａ、記録部１２Ｂ
、制御部１２Ｃ）、無線モジュール部１３及び電力供給部１４を配置し、磁気センサ部１
１に演算部１２（ＡＤ変換部１２Ａ、記録部１２Ｂ、制御部１２Ｃ）、無線モジュール部
１３及び電力供給部１４からの磁気ノイズが及ばないようにしてもよい。ただし、筋活動
測定装置１の小型化の点では、上述したように、基板２１の表裏面に各部材を設置するの
が好ましい。磁気センサ部１１、演算部１２（ＡＤ変換部１２Ａ、記録部１２Ｂ、制御部
１２Ｃ）、無線モジュール部１３及び電力供給部１４の基板２１上における設置箇所は、
特に制限されないが、生体上に設置する時の安定性から、筋活動測定装置１の重心位置を
考慮することが好ましい。
【００３５】
　基板２１の材質は、演算部１２、無線モジュール、電力供給部が発生する磁気ノイズが
筋磁界に対する影響を及ばさないように、これら環境磁気を遮蔽できる材料であることが
好ましい。例えば、高透磁率材料であるパーマロイ、フェライト、センダスト、Ｃｏ系ア
モルファス材料等が挙げられる。
【００３６】
　収容体本体２２の材質は、生体の筋活動に伴って生じる磁界を遮蔽しなければ、特に制
限はされないが、ポリエーテルエーテルケトン樹脂（ＰＥＥＫ）、ポリエチレンテレフタ
レート樹脂（ＰＥＴ）等の材料が好ましく挙げられる。
【００３７】
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［表示２４］
　表示２４は、図３に示すように、収容体２０の蓋板２３上に設けられ、収容体本体２２
に収容される磁気センサ部１１の感磁方向Ｘと略直交する方向に延在する表示線である。
表示２４は、測定者が識別できれば、その形態は特に限定されるものではなく、蓋板２３
に付される線状の印であってもよいし、線状の凸部であってもよいし、文字情報であって
もよいし、これらを組み合わせたものであってもよい。また、表示２４は、印や文字情報
が印刷されたシール部材が添付されたものであってもよい。
【００３８】
　筋活動測定装置１がこのような表示２４を有することにより、測定者は、筋活動測定装
置１（収容体２０）の設置方向を容易に認識することができる。その結果、筋活動測定装
置１は、検知対象の筋活動をより精度よく測定することができる。
【００３９】
〔筋活動測定方法〕
　本実施形態に係る筋活動測定方法は、磁気センサ部１１の感磁方向Ｘと、検知対象とな
る生体１００の筋線維の延在方向とが略直交するように、筋活動測定装置１を生体１００
の体表面に配置する方法である。
【００４０】
　図５は、第１の実施形態に係る筋活動測定方法を説明する模式図である。図５に示すよ
うに、収容体２０には、磁気センサ部１１の感磁方向Ｘと直交する方向に表示２４が付さ
れている。測定者は、生体１００の体表面に筋活動測定装置１（収容体２０）を設置する
際、表示２４に基づいて設置方向を容易に識別することが可能で、収容体２０の表示２４
が筋線維の延在方向と略一致するように、収容体２０を設置する。その結果、筋活動測定
装置１（収容体２０）は、磁気センサ部１１の感磁方向Ｘが生体１００の筋線維の延在方
向と略直交するように設置されるため、筋磁界を高い感度で検出することができる。
【００４１】
＜第２の実施形態＞
〔筋活動測定装置１’〕
　第２の実施形態に係る筋活動測定装置１’は、筋活動測定装置１’の設置方向を識別す
る識別手段が異なる以外は、第１の実施形態に係る筋活動測定装置１と同様の構成を有す
る。図６は第２の実施形態に係る筋活動測定装置を表側から見た状態を説明する図であり
、（ａ）は、蓋板を開けた状態の収容体の様子を説明する斜視図であり、（ｂ）は、収容
体内に収容される基板の表面の様子を説明する平面図である。図７は、第２の実施形態に
係る筋活動測定装置を裏側から見た場合の状態を説明する図であり、（ａ）は、蓋板を開
けた状態の収容体の裏側の様子を説明する斜視図であり、（ｂ）は、収容体内の収容され
る基板の裏面の様子を説明する底面図である。なお、図６及び図７中、上述した部材と同
一部材には、同一符号を付し、説明を省略する。
【００４２】
　以下、本実施形態に係る筋活動測定装置１’の特徴部となる収容体３０の構成について
説明する。収容体３０は、図６及び図７に示すように、略長方形状の基板３１を収容する
収容体本体（底板を含む）３２と、収容体本体３２の開口を閉塞する略長方形状の蓋板３
３とから構成される。
【００４３】
　上述したように、収容体３０は、磁気センサ部１１、演算部１２（ＡＤ変換部１２Ａ、
記録部１２Ｂ、制御部１２Ｃ）、無線モジュール部１３、及び電力供給部１４を収容する
。磁気センサ部１１は、検知対象となる生体の磁気を検知しやすいように、収容体本体３
２を介して生体に対向する基板３１の裏面３１ａに設置するのが好ましい。ここで設置さ
れる磁気センサ部１１は、長手方向が感磁方向Ｘとなる。演算部１２（ＡＤ変換部１２Ａ
、記録部１２Ｂ、制御部１２Ｃ）、無線モジュール部１３、及び電力供給部１４は、基板
３１の表面３１ａに取り付けられることが好ましい。演算部１２（ＡＤ変換部１２Ａ、記
録部１２Ｂ、制御部１２Ｃ）、無線モジュール部１３及び電力供給部１４は、微小ながら
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も電磁波等の磁気ノイズを発生することがある。そのため、この検出方向以外からの磁気
ノイズが筋磁界に影響を与えないように、磁気センサ部１１と、演算部１２、無線モジュ
ール部１３、電力供給部１４との間には、磁気を遮蔽できる基板３１を設置することが好
ましい。磁気センサ部１１、演算部１２（ＡＤ変換部１２Ａ、記録部１２Ｂ、制御部１２
Ｃ）、無線モジュール部１３及び電力供給部１４の基板３１上における設置箇所は、特に
制限されないが、生体上に設置する時の安定性が考慮されることが好ましい。
【００４４】
　本実施形態に係る筋活動測定装置１’においては、収容体３０の形状が識別手段となる
。収容体３０の形状は、長手方向と短手方向とを有する長方形状であるため、測定者は、
収容体３０の長手方向が検知対象となる生体の筋線維の延在方向と略一致するように、収
容体３０を設置しやすい。その結果、筋活動測定装置１’（収容体３０）においては、収
容体３０の短手方向と磁気センサ部１１の感磁方向Ｘとが略一致し、磁気センサ部１１の
感磁方向Ｘが生体１００の筋線維の延在方向と略直交するため、検知対象の筋活動をより
精度よく測定することができる。
【００４５】
＜第２の実施形態に係る筋活動測定方法＞
　本実施形態に係る筋活動測定方法は、磁気センサ部１１の感磁方向Ｘと、検知対象とな
る生体１００の筋線維の延在方向とが略直交するように、筋活動測定装置１’を生体１０
０の体表面に配置する方法である。
【００４６】
　図８は、第２の実施形態に係る筋活動測定方法を説明する模式図である。図８に示すよ
うに、収容体３０は、長手方向と短手方向とを有する長方形状に形成され、その短手方向
が磁気センサ部１１の感磁方向Ｘと略一致する。測定者は、生体１００の体表面に筋活動
測定装置１（収容体３０）を設置する際、この収容体３０の形状に基づいて、設置方向を
容易に識別することが可能である。すなわち、収容体３０の長手方向が生体１００の筋線
維に延在方向と略一致するように、誘導される。その結果、筋活動測定装置１’（収容体
３０）は、磁気センサ部１１の感磁方向Ｘが生体１００の筋線維の延在方向と略直交する
ように設置されるため、筋磁界を高い感度で検出することができる。
【００４７】
　なお、第１の実施形態及び第２の実施形態に係る筋活動測定装置及び筋活動測定方法で
は、図５及び図８に示すように、検知対象が生体の筋線維である例について説明し、識別
手段は、磁気センサ部１１の感磁方向Ｘと、検知対象となる生体の筋線維の延在方向とが
略直交して筋活動測定装置１を設置するための識別情報を有するようにした。しかし、識
別手段の形態はこれに限らず、また、本実施形態に係る筋活動測定装置の検知対象は、生
体の筋活動に対して筋磁界が生じる筋細胞であれば何れであってもよい。例えば、検知対
象は、筋線維（骨格筋）以外の、心筋や平滑筋であってもよい。
【００４８】
　すなわち、本実施形態に係る筋活動測定装置の識別手段は、磁気センサ部１１の感磁方
向Ｘと、検知対象となる生体の筋線維（骨格筋）や心筋や平滑筋等の筋活動に対する筋磁
界の方向とが略一致するように、筋活動測定装置を設置するための識別情報を有する形態
であってもよい。
【実施例】
【００４９】
［実施例１］
　第１の実施形態で説明したように、収容体２０の表示２４が筋線維の延在方向と略一致
するように、すなわち、磁気センサ部１１の感磁方向Ｘが筋線維の延在方向と略直交する
ように、筋活動測定装置１を母指球筋上に設置した（図５参照）。これにより、磁気セン
サ部１１の感磁方向Ｘと筋線維の延在方向とが略直交する。そして、手首で正中神経を電
気刺激して、筋磁界を測定した。その結果を図９（ａ）に示す。図９（ａ）中、０点は電
気刺激を与えたタイミングであり、二点鎖線は、筋磁界が発生したタイミングを示す。
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【００５０】
［比較例１］
　収容体２０の表示２４が筋線維の延在方向と直交するように、すなわち、磁気センサ部
１１の感磁方向Ｘが筋線維の延在方向と略一致するように、筋活動測定装置１を母指球筋
上に設置した。これにより、磁気センサ部１１の感磁方向Ｘと筋線維の延在方向とが略一
致する。そして、手首で正中神経を電気刺激して、筋磁界を測定した。その結果を図９（
ｂ）に示す。図９（ｂ）中、０点は電気刺激を与えたタイミングであり、二点鎖線は、筋
磁界が発生したタイミングを示す。
【００５１】
[考察]
　図９（ａ）（ｂ）の結果から、磁気センサ部１１の感磁方向Ｘが筋線維の延在方向と略
直交するように筋活動測定装置１を設置した実施例１では、磁気センサ部１１の感磁方向
Ｘが筋線維の延在方向と略一致するように筋活動測定装置１を設置した比較例１に比べ、
筋活動測定１の感度が高いことが確認された。これにより、筋活動測定装置１は、磁気セ
ンサ部１１の感磁方向Ｘが筋線維の延在方向と略直交するように設置されることにより、
筋活動をより精度よく測定できることが確認された。
【００５２】
　なお、本実施形態に係る筋活動測定装置１、１’は、術中脊髄・神経機能モニタリング
装置に好ましく適用することができるが、本発明はこれに限定されないことはいうまでも
ない。例えば、本発明に係る筋活動測定装置は、多発性筋炎、筋ジストロフィ、重症筋無
力症等の、筋肉に障害のある病気や、末梢神経炎、糖尿病性ニューロパチー、圧迫性脊髄
障害、脊椎神経根障害、筋萎縮性側索硬化症等の神経に障害のある病気の診断に用いられ
る診断装置に適用してもよい。
【００５３】
　さらに、本発明においては、筋活動測定装置により測定された磁界変化の振幅と、被測
定者の筋活動の動作量との間に、強い線形性及び相関性が存在することが明らかになって
いる。そのため、磁界変化の振幅に基づいて被測定者の動作量を測定することも可能であ
る。また、本発明においては、筋活動測定装置により測定された磁界変化の傾きと、被測
定者の筋活動の動作速度との間に、強い線形性及び相関性が存在することが明らかになっ
ている。そのため、磁界変化の傾きに基づいて被測定者の動作速度を測定することが可能
である。また、本発明に係る筋活動測定装置は、血管の物理的な収縮・膨張による微細な
磁界変化を測定し、被測定者の心拍を測定することも可能である。よって、本発明に係る
筋活動測定装置は、被測定者の筋活動自体を測定したり、被測定者の運動機能を測定した
り、被測定者の筋疲労を測定したり、被測定者の心拍を測定する測定装置に適用してもよ
い。例えば、スポーツ選手のトレーニング用途に適用してもよい。特に、水泳選手の場合
には、水中で電極を使用した測定装置を使用することができないが、上述したように、磁
気センサを用いた測定装置であれば使用することができる。また、筋活動測定装置は、磁
気センサ部に加えて、無線モジュール部を備えることにより、配線の煩雑さがなくなり、
利便性が向上する。
【００５４】
　また、本発明に係る筋活動測定装置は、瞬時に磁界変化を測定することができる。その
ため、筋活動測定装置で測定された磁界変化に基づいて筋活動の動作量や動作速度を瞬時
に測定できる。よって、本発明に係る筋活動測定装置は、被測定者の質問に対する回答（
ＹｅｓかＮｏ）を、筋活動の動作量や動作速度に基づいて瞬時に判定する、意思検出装置
に適用することもできる。例えば、筋活動測定装置は、眉の上げ下げによる前頭筋の筋活
動を検知することによって、被測定者の意思を検出することができる。
【００５５】
　このように、本発明に係る筋活動測定装置が、被測定者の筋活動自体を測定したり、運
動機能を測定したり、筋疲労を測定したり、心拍を測定したり、意思を検出したりする場
合には、収容体は、被測定者が装着可能な形状に形成されることが好ましい。この場合、
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識別手段は、収容体表面の表示であってもよいし、装着方向が所定の方向に定められた収
容体の形状であってもよい。例えば、収容体は、上腕（上腕二等筋）や大腿部（大腿四頭
筋）を覆うように巻き付けるように帯状に形成された可撓性材料から構成されてもよい。
また、筋活動測定装置は、収容体内に、磁気センサ部に加えて、無線モジュール部を備え
ることにより、配線の煩雑さがなくなり、利便性が向上する。
【００５６】
　さらに、本発明に係る筋活動測定装置は、リハビリテーション分野や健康支援分野にお
いて、身体に装着することによって装着者の身体運動を支援するために使用される機器に
搭載されてもよい。例えば、筋活動測定装置で得られた生体磁気情報に基づいて、筋活動
の機能を補完するよう支援動作を決定し、パワーユニットを駆動させる運動機能改善装置
に搭載されてもよい。
【符号の説明】
【００５７】
　１、１’　筋活動測定装置
　１１　磁気センサ部
　１２　演算部
　１２Ａ　ＡＤ変換部
　１２Ｂ　記録部
　１２Ｃ　制御部
　１３　無線モジュール部
　１４　電力供給部
　１８　アンテナ
　２０、３０　収容体
　２１、３１　基板
　２２、３２　収容体本体
　２３、３３　蓋板
　２４　表示
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